
 
 

入　札　公　告 
 
　次のとおり一般競争入札に付す。 
 
　令和８年10月21日 

支出負担行為担当官 
　沖縄防衛局長  村井　勝 

 （公印省略）
１　業務内容等 
(1)　業 務 名　令和８年度住宅防音事業文書電子化業務（その１） 
(2)　業務内容　仕様書のとおり 
(3)　履行期間　契約日の翌日から令和９年２月26日まで 
(4)　入札方式　一般競争入札 

（電子調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ））対象案件） 
 
２　競争参加資格 
(1)　予算決算及び会計令(昭和22年勅令第165号。以下｢予決令｣という。)第70条及び

第71条の規定に該当しない者であること。 
(2)　令和07・08・09年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）において、資格の種

類が「役務の提供等」でＣ等級の格付を受け、九州・沖縄地域に競争参加資格を有
する者であること。 

(3)　会社更生法に基づく更生手続き開始の申し立てがなされていないこと、又は、民
事再生法に基づく再生手続き開始の申し立てがなされていないこと。 

(4)　防衛省から「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停
止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

(5)　前号により、現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であ
って、当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約

 を行おうとする者でないこと。
(6)　業務の全部を自社（営業所等含む）で行うものとし、第三者への再委託は行わな

いこと。 
(7)　個人情報を適正に管理できることを証明できる者（個人情報の管理要領の整備状

況等を示す資料の提出を要する。ただし、一般財団法人日本情報経済社会推進協会
のプライバシーマーク使用許諾事業者、又は、一般財団法人情報マネジメントシス
テム認定センターが認定する審査機関からＩＳＭＳ認証を取得している者は認証書
等の写しの提出をもって代えることができる。）であること。 

 
３  入札手続等 
 (1)　担当部局 
　　　〒904-0295　沖縄県中頭郡嘉手納町字嘉手納290-9 
　　　沖縄防衛局総務部契約課 
　　　電話　098-921-8181（内線157）　ＦＡＸ　098-921-8167 
 (2)　本案件は、入札及び資料提出等を電子調達システム（政府電子調達（ＧＥＰＳ）

（以下、「電子調達システム」という。））で行う案件である。ただし、電子調達シ
ステムによりがたい場合は、３(１)に紙入札方式変更届を提出し、紙入札方式に代
えるものとする。 

 (3)　入札説明書等の交付期間等 
ア　交付期間 

　 　　 令和８年10月21日（水）から令和８年11月５日（木）まで（行政機関の休日を
除く。）の毎日、午前９時から午後５時まで(ただし、正午から午後１時までの
間を除く。)。ただし、最終日は正午までとする。 

 イ　交付場所
　　電子調達システム（https://www.geps.go.jp/）により、電子データで交付又

 　は３(1)において交付する。
　 



 (4)　競争参加資格確認書類の提出 
ア　上記２(２)及び２(７）を確認する書類の写しを電子調達システムにより提出

するか、３（１）に電送、郵送又は持参すること。 
イ　提出期限 

　令和８年11月５日（木）正午 
　なお、紙入札方式による持参の場合は、平日、午後９時から午後５時まで（正
午から午後１時までの間を除く。）。ただし、最終日は正午まで。郵送の場合は、
提出期限までに必着とする。 

 （5)　入札書の提出期限等
 ア　電子調達システムによる場合

(ｱ) 提出期限　令和８年11月５日（木）正午 
(ｲ) 提出方法　電子調達システム（https://www.geps.go.jp/）により提出を行う。 

 イ　紙入札方式による場合
(ｱ) 提出期限　令和８年11月５日（木）正午 
(ｲ) 提出場所　３（１）に同じ。 
(ｳ) 提出方法　持参又は郵送により提出を行う。 

　郵送により提出する場合は、３（１）あてに電話連絡の上、書留郵
 便にて郵送すること。

  (6)　開札の日時及び場所
　　　別紙のとおり 
 

 ４　入札方法等
　　落札に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の10パーセントに相当する

額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て
るものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の110分の100

 に相当する金額を入札書に記載すること。
 
５　その他 
 (1)　手続きにおいて使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨に限る。 
 (2)　入札保証金及び契約保証金　免除 
 (3)　入札の無効　本公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札に関する

条件に違反した入札は無効とする。 
 (4)　落札者の決定方法　予決令第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の

範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
 (5)　契約書作成の要否　要。 
 (6)　適用する契約条項 

ア　一般契約条項 
イ　談合等の不正行為に関する特約条項 
ウ　暴力団排除に関する特約条項 
エ　保有個人情報等の取扱いに関する特約条項 

 (7)　(6)に掲げる契約条項のほか、落札者が中小企業信用保険法第２条第１項に規定
する中小企業者である場合は、「債権譲渡制限特約の部分的解除のための特約条項」

 を別途適用する。
 (8)　関連情報を入手するための照会窓口　上記３（１）に同じ。 
 (9)　都道府県警察から暴力団関係業者として防衛省が発注する工事等から排除するよ

う要請があり、当該状態が継続している有資格業者については、競争参加を認めな
い。 

(10)　詳細は、入札説明書による。 



別紙  

No. 業務名称 入札日 入札時間 入札場所 数量

1 住宅防音事業文書電子化業務（その１） 10:00 2,944件

2 住宅防音事業文書電子化業務（その２） 10:30 3,404件

合計 2件 6,348件

令和８年度住宅防音事業文書電子化業務一覧表

R8.11.6
契約課電子
調達システム


